
 京都市個人情報保護条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成２７年１０月２日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市規則第  号 

   京都市個人情報保護条例施行規則の一部を改正する規則 

第１条 京都市個人情報保護条例施行規則の一部を次のように改正する。 

  第２０条を削る。 

  第１９条中「第２７号様式」を「第２８号様式」に改め，同条を第２０条とする。 

  第１８条中「第２６号様式」を「第２７号様式」に改め，同条を第１９条とする。 

  第１７条第１項中「第２２号様式」を「第２３号様式」に改め，同条第２項第１号中

「第２３号様式」を「第２４号様式」に改め，同項第２号中「第２４号様式」を「第２

５号様式」に改め，同条第３項中「第２５号様式」を「第２６号様式」に改め，同条を

第１８条とする。 

  第１６条中「第２１号様式」を「第２２号様式」に改め，同条を第１７条とする。 

  第１５条中「第２０号様式」を「第２１号様式」に改め，同条を第１６条とする。 

  第１４条中「第１９号様式」を「第２０号様式」に改め，同条を第１５条とする。 

  第１３条中「第１８号様式」を「第１９号様式」に改め，同条を第１４条とする。 

  第１２条第１項中「第１５号様式」を「第１６号様式」に改め，同条第２項第１号中

「第１６号様式」を「第１７号様式」に改め，同項第２号中「第１７号様式」を「第１

８号様式」に改め，同条を第１３条とする。 

  第１１条中「第１４号様式」を「第１５号様式」に改め，同条を第１２条とする。 

  第１０条を第１１条とする。 

  第９条第１項中「第１１号様式」を「第１２号様式」に改め，同条第２項中「第１２

号様式」を「第１３号様式」に改め，同条第３項中「第１３号様式」を「第１４号様式」

に改め，同条を第１０条とする。 

  第８条中「第１０号様式」を「第１１号様式」に改め，同条を第９条とする。 

  第７条中「第９号様式」を「第１０号様式」に改め，同条を第８条とする。 

  第６条第１項第１号中「第４号様式」を「第５号様式」に改め，同項第２号中「第５

号様式」を「第６号様式」に改め，同条第２項第１号中「第６号様式」を「第７号様式」

に改め，同項第２号中「第７号様式」を「第８号様式」に改め，同項第３号中「第８号

３７



様式」を「第９号様式」に改め，同条を第７条とする。 

  第５条第１項各号列記以外の部分中「，第３１条第２項及び第３５条第３項」を「及

び第３１条第２項」に改め，同項第６号中「若しくは」を「又は」に改め，「をし，又は

第３５条第１項の規定による申出」を削り，同条第２項各号列記以外の部分中「法定代

理人」を「代理人」に改め，同項第１号中「法定代理人が」を「代理人が」に改め，同

号ア中「当該法定代理人」を「当該代理人」に改め，同号イ中「本人」を「法定代理人

にあっては，本人」に改め，同号に次のように加える。 

   ウ 本人の委任による代理人（以下「任意代理人」という。）にあっては，本人か

ら委任を受けたことを証する書類及び次のいずれかの書類（その写しを含む。） 

    (ア) 当該本人に係る前項第１号から第５号までに掲げる書類のいずれか 

    (イ) 当該本人の氏名及び住所が記載されている書類で市民協働・国際化・情報化

担当局長が定めるもの 

  第５条第２項第２号中「法定代理人が」を「代理人が」に改め，同号ア中「当該法定

代理人」を「当該代理人」に改め，同号イ及びウ中「当該法定代理人」を「当該代理人」

に改め，「若しくは申出書」を削り，同号エ中「前号イ」を「法定代理人にあっては，

前号イ」に改め，同号に次のように加える。 

   オ 任意代理人にあっては，前号ウの書類 

  第５条の次に次の１条を加える。 

 （任意代理人から特定個人情報の開示請求があった場合における本人への通知） 

 第６条 実施機関は，任意代理人から特定個人情報の開示の請求があったときは，その

旨を本人に通知して，当該請求が本人の意思に基づくものでない場合にその意思を表

示する機会を与えなければならない。 

 ２ 前項の規定による通知は，任意代理人による特定個人情報の開示請求に関する通知

書（第４号様式）により行うものとする。 

  第２１条中「第３７条」を「第３６条」に，「第３０号様式」を「第２９号様式」に改

める。 

  第２２条中「第３８条」を「第３７条」に，「第３１号様式」を「第３０号様式」に改

める。 

  第２３条中「第４３条」を「第４２条」に改める。 

  第２４条中「第４４条第１項」を「第４３条第１項」に改める。 



              「         「 

 

 

 

 

  第１号様式注以外の部分中 

□識別番号 

□氏名 

□性別 

□生年月日 

 ・年齢 

□住所 

□電話番号 

□本籍・国 

 籍 

 

 

 

 

を 

□識別番号 

□個人番号 

□氏名 

□性別 

□生年月日 

 ・年齢 

□住所 

□電話番号 

□本籍・国 

 籍 

 

 

 

 

 に改める。 

                      」         」 

  第３号様式を同様式１ 本人又は法定代理人用とし，同様式に次のように加える。 



  ２ 特定個人情報に係る任意代理人用 

個 人 情 報 開 示 請 求 書 

（宛先）実施機関の名称 

 

年   月   日 

請求者 

（代理

人） 

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

電話    －        

   
 京都市個人情報保護条例第１４条第２項の規定により特定個人情報の開示を請求

します。 

本

人 

住 所 
 

氏 名 
電話    －        

開示請求に係る特定個人情

報が記録されている公文書

の件名又は当該特定個人情

報の内容 

 

特定個人情報の開示の方法 □閲覧又は視聴    □写し等の交付 

※任意代理人であることを

確認した書類 

□本人の委任状 

□健康保険の被保険者証 □運転免許証 □旅券 

□在留カード又は特別永住者証明書 

□住民基本台帳カード □その他（       ） 

※ 本 人 に 関 す る 書 類 

□健康保険の被保険者証 □運転免許証 □旅券 

□在留カード又は特別永住者証明書  

□住民基本台帳カード □その他（       ） 

注１ 該当する□には，レ印を記入してください。 

 ２ ※印の欄は，記入しないでください。 

 ３ 開示請求に際しては，本人の任意代理人であることを証明するために必要な

書類及び本人に関する書類を提出し，又は提示してください。 



  第２８号様式を削る。 

  第２７号様式中「第１９条関係」を「第２０条関係」に改め，同様式を第２８号様式

とする。 

  第２６号様式中「第１８条関係」を「第１９条関係」に改め，同様式を第２７号様式

とする。 

  第２５号様式中「第１７条関係」を「第１８条関係」に改め，同様式を第２６号様式

とする。 

  第２４号様式中「第１７条関係」を「第１８条関係」に改め，同様式を第２５号様式

とする。 

  第２３号様式中「第１７条関係」を「第１８条関係」に改め，同様式を第２４号様式

とする。 

  第２２号様式中「第１７条関係」を「第１８条関係」に改め，同様式を第２３号様式

とする。 

  第２１号様式中「第１６条関係」を「第１７条関係」に改め，同様式を同様式１ 本

人又は法定代理人用とし，同様式に次のように加える。 



  ２ 特定個人情報に係る任意代理人用 

個 人 情 報 利 用 停 止 請 求 書 

（宛先）実施機関の名称 

 

年   月   日 

請求者 

（代理

人） 

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

電話    －        

  
 京都市個人情報保護条例第３０条第２項において準用する同条例第１４条第２項 

              □消去 

の規定により，特定個人情報の□利用の停止を請求します。 

              □提供の停止 

本

人 

住 所 
 

氏 名 
電話    －        

利用停止請求に係る特定個

人情報が記録されている公

文書の件名 

 

請求する利用停止の内容 
 

利用停止を請求する理由 
 

※任意代理人であることを

確認した書類 

□本人の委任状 

□健康保険の被保険者証 □運転免許証 □旅券 

□在留カード又は特別永住者証明書 

□住民基本台帳カード □その他（       ） 

※ 本 人 に 関 す る 書 類 

□健康保険の被保険者証 □運転免許証 □旅券 

□在留カード又は特別永住者証明書  

□住民基本台帳カード □その他（       ） 

注１ 該当する□には，レ印を記入してください。 

 ２ ※印の欄は，記入しないでください。 

 ３ 利用停止請求に際しては，本人の任意代理人であることを証明するために必

要な書類及び本人に関する書類を提出し，又は提示してください。 



  第２１号様式を第２２号様式とする。 

  第２０号様式中「第１５条関係」を「第１６条関係」に改め，同様式を第２１号様式

とする。 

  第１９号様式中「第１４条関係」を「第１５条関係」に改め，同様式を第２０号様式

とする。 

  第１８号様式中「第１３条関係」を「第１４条関係」に改め，同様式を第１９号様式

とする。 

  第１７号様式中「第１２条関係」を「第１３条関係」に改め，同様式を第１８号様式

とする。 

  第１６号様式中「第１２条関係」を「第１３条関係」に改め，同様式を第１７号様式

とする。 

  第１５号様式中「第１２条関係」を「第１３条関係」に改め，同様式を第１６号様式

とする。 

  第１４号様式中「第１１条関係」を「第１２条関係」に改め，同様式を同様式１ 本

人又は法定代理人用とし，同様式に次のように加える。 



  ２ 特定個人情報に係る任意代理人用 

個 人 情 報 訂 正 請 求 書 

（宛先）実施機関の名称 

 

年   月   日 

請求者 

（代理

人） 

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

電話    －        

 
 京都市個人情報保護条例第２４条第２項において準用する同条例第１４条第２項

の規定により特定個人情報の訂正を請求します。 

本

人 

住 所 
 

氏 名 
電話    －        

訂正請求に係る特定個人情

報が記録されている公文書

の件名 

 

請 求 す る 訂 正 の 内 容 
 

訂 正 請 求 の 理 由 
 

※任意代理人であることを

確認した書類 

□本人の委任状 

□健康保険の被保険者証 □運転免許証 □旅券 

□在留カード又は特別永住者証明書 

□住民基本台帳カード □その他（       ） 

※ 本 人 に 関 す る 書 類 

□健康保険の被保険者証 □運転免許証 □旅券 

□在留カード又は特別永住者証明書  

□住民基本台帳カード □その他（       ） 

注１ 該当する□には，レ印を記入してください。 

 ２ ※印の欄は，記入しないでください。 

 ３ 請求する訂正の内容が事実に合致することを証する資料を添付してくださ

い。 

 ４ 訂正請求に際しては，本人の任意代理人であることを証明するために必要な

書類及び本人に関する書類を提出し，又は提示してください。 



  第１４号様式を第１５号様式とする。 

  第１３号様式中「第９条関係」を「第１０条関係」に改め，同様式を第１４号様式と

する。 

  第１２号様式中「第９条関係」を「第１０条関係」に改め，同様式を第１３号様式と

する。 

  第１１号様式中「第９条関係」を「第１０条関係」に改め，同様式を第１２号様式と

する。 

  第１０号様式中「第８条関係」を「第９条関係」に改め，同様式を第１１号様式とす

る。 

  第９号様式中「第７条関係」を「第８条関係」に改め，同様式を第１０号様式とする。 

  第８号様式中「第６条関係」を「第７条関係」に改め，同様式を第９号様式とする。 

  第７号様式中「第６条関係」を「第７条関係」に改め，同様式を第８号様式とする。 

  第６号様式中「第６条関係」を「第７条関係」に改め，同様式を第７号様式とする。 

  第５号様式中「第６条関係」を「第７条関係」に改め，同様式注２中「法定代理人」

を「代理人」に改め，同様式を第６号様式とする。 

  第４号様式中「第６条関係」を「第７条関係」に改め，同様式注２中「法定代理人」

を「代理人」に改め，同様式を第５号様式とする。 

  第３号様式の次に次の１様式を加える。 



 第４号様式（第６条関係） 

任意代理人による特定個人情報の開示請求に関する通知書 

様 年   月   日 

 実施機関の名称 

 

  
      年   月   日付けで，あなたの代理人        様から，

あなたの特定個人情報の開示請求がありましたので，京都市個人情報保護条例施行規

則第６条の規定により通知します。 

 この開示請求が，あなたの意思に基づくものでない場合は，     年   月 

   日までに次の連絡先に申し出てください。 

 なお，上記の期限までに申出がない場合は，開示請求に係る手続を進めることとな

ります。 

（連絡先） 

 

                        電話    －        

  第２９号様式を削る。 

  第３０号様式注以外の部分中「第３６条第１項」を「第３５条第１項」に，「第３７条」

を「第３６条」に改め，同様式を第２９号様式とする。 

  第３１号様式中「第３８条」を「第３７条」に改め，同様式を第３０号様式とする。 

第２条 京都市個人情報保護条例施行規則の一部を次のように改正する。 

  第５条第１項第５号を次のように改める。 

    行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条

第７項に規定する個人番号カード 

              「             「 

  第１号様式注以外の部分中 
個人情報の経常的な 

目的外利用・提供先 
を 

個人情報の経常的な 

目的外利用・提供先 

個人番号の利用・特

定個人情報の提供 

                          」             」 

 



   「             「 

 に， 

□無 

□有 

（条例第８条第１項 

 第 号該当） 

 □実施機関内 

 □他の実施機関 

 □他の官公庁 

 □民間・私人 

 □その他※３ 

を 

□無 

□有 

（条例第８条第１項 

 第 号該当） 

 □実施機関内 

 □他の実施機関 

 □他の官公庁 

 □民間・私人 

 □その他※３ 

 に改める。 

 □個人番号の利用 

□特定個人情報の提

供 

              」             」 

  第３号様式１注以外の部分，同様式２注以外の部分，第１５号様式１注以外の部分，

同様式注２以外の部分，第２２号様式１注以外の部分及び同様式２注以外の部分中「住

民基本台帳カード」を「個人番号カード」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則中第１条の規定は平成２７年１０月５日から，第２条及び次項の規定は平成

２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律第２０条第１項に規定する住民基本台帳カード（同法

第１９条の規定による改正前の住民基本台帳法第３０条の４４第９項の規定によりその

効力を失ったものを除く。）については，第２条の規定による改正後の京都市個人情報保

護条例施行規則第５条第１項第５号の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

（総合企画局情報化推進室） 


